合計特殊出生率（TFR）推移の分析基盤の構築 : 市区町村別でみるTFR関連要因の探索に向けて by 村松 波 et al.
武蔵野大学学術機関リポジトリ　Musashino University Academic Institutional Repositry
合計特殊出生率（TFR）推移の分析基盤の構築 : 市
区町村別でみるTFR関連要因の探索に向けて
著者 村松 波, 熊野 翔, 西川 哲夫











－市区町村別でみる TFR 関連要因の探索に向けて－ 
 
Construction of analysis base for total fertility rate (TFR) time 
course : An attempt to search association for TFR by 
municipality 
 
村 松 波1 
Muramatsu Nami 
熊 野 翔2 
Kumano Kakeru 

























3 武蔵野大学工学部数理工学科特任教授 / 武蔵野大学数理工学センター員 
合計特殊出生率（TFR）推移の分析基盤の構築 (村松, 熊野, 西川) 
－ 73 － 
 
年分の時系列（5時点）を求め、市区町村別 TFRの時系列データの特徴分析を行った［６］。






















前回の我々の論文では［６］、1995 年から 2015 年までの 15 歳から 39 歳の 5 年毎の年
齢別女性人口と 0～4 歳男女人口を用いて、子ども女性比から TFR を推定し最適化する
ことによって、市区町村別 TFR（子ども女性比推定）の時系列（1995～2015年（5年毎））
を得て、TFR（ベイズ推定値）との間で比較することにより、その精度の評価を行った。 
 さらに、「最適化された TFR（女性年齢 20歳～44歳）」を用いて、TFR（子ども女性比
推定）とその年次変化に基づいて、市区町村の分類と特徴づけを行った。図２Ａ）に示








ログラミング言語 Rと Microsoft Excel を用いた。 
 
武蔵野大学数理工学センター紀要 No.5 (2020) 









































合計特殊出生率（TFR）推移の分析基盤の構築 (村松, 熊野, 西川) 









































武蔵野大学数理工学センター紀要 No.5 (2020) 























表 1 取得した変数とその出典 









第 1 次基本集計 都道府県編 
（平成 7年、12 年、17 年 DB から抽出） 
人口等基本集計 全国結果 
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た（各クラスターを Cl1,Cl2,Cl3,Cl4,Cl5,Cl6,Cl7,Cl8,Cl9 と名付けた）。 
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図６ 時系列クラスターのヒートマップの一部（k=8, 9 の場合） 
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図 10 各時系列クラスターに属する市区町村の平均人口、標準偏差、及び平均 TFR 
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TFR の値をプロットしてみた（図 10 A）。図 10 A）に示されたように、人口の平均値
と平均 TFRの値は明らかに負の相関があるように見える。そこで、図 10 B）に、人口




①クラスターグループ 1 の特徴 
図 11に、クラスターグループ 1（Cl6,Cl7,Cl8,Cl9）の日本地図上への色分け表示を
示す。このグループでは、TFRの 2005 年以降の回復が大きく増加のパターンは共通して
いる。しかし TFRの値が異なっており、Cl9,Cl7,Cl6,Cl8の順に、2015年の値が約 2.4, 
2.1, 1.8, 1.3 と小さくなっている。 
Cl9 は最も TFR の値が大きいクラスターであるが、市区町村数が 39 と少ないクラス
ターである（図９）。主に九州（熊本県から宮崎県にかけての山間部や鹿児島県の島部
（大隅諸島、奄美大島、徳之島など）、長崎県の島部（壱岐・対馬、平戸島など）などに
分布している。Cl9 の TFR は大きいが、人口が約 2000 人程度の自治体も含まれている
ので、TFRの値の誤差が大きい可能性もあり注意する必要がある。 
次に平均 TFRが大きいクラスターが Cl7であり、2015年の TFR が約 2.1である。Cl7
の市区町村数は 98 であり、九州への分布が多い。九州では Cl9 の周辺に分布している
ように見える。本州や北海道の山間部に散らばって分布しているが、関東から東北にか
けては分布が少ない。 
Cl6 では、2015 年の TFR が約 1.8 であり、市区町村数が 119 である。九州、北海道、
本州に散らばって分布しているが、Cl7と比べると平野部にも分布している（例えば福
岡県）。Cl7 と同様、関東から東北にかけては分布が少ない。 







 図 12に、クラスターグループ 2（Cl2）の日本地図上への色分け表示を示す。クラス
ターグループ 2は、2005年以降の回復が 1995年レベルにとどまっているクラスターで
ある。Cl2の単独のクラスターからなるが、所属する市区町村数は 359と多く、人口で
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図 12 クラスターグループ２の日本地図上への色絵分け表示 
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③クラスターグループ３の特徴 
図 13と図 14に、クラスターグループ 3（Cl1,Cl3,Cl4,Cl5）の日本地図上への色分け
表示を示す。クラスターグループ 3は、2005年以降の回復が 1995 年レベルに達してい
ないクラスターである。 図 13 は、2015 年の TFR が約 1.3, 1.4 と低い二つのクラス
ター（Cl1と Cl4）を示している。どちらのクラスターも関東、大阪・奈良、北海道の一
部及び青森と秋田の一部に局在しており、特に Cl1はより局在している。図 14は、2015
年の TFRが約 1.6, 1.8のクラスター（Cl3と Cl5）を示している。どちらのクラスター
も日本全国に分布しており、特に Cl3は東北に多く分布している。Cl3と Cl5の市区町
村数は、それぞれ 455と 328であり、全市区町村の約半分を占めている。クラスターグ
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れていることが分かる。これは、今回の分類では 1995 年までの 5 時点の情報を用いて
いることが影響しているのではないかと考えられる。これから、各市区町村に対して、
前回と今回の二つの分類結果の情報を保持しておき、目的に応じて使い分ける、あるい
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図 15  今回と前回の分類結果との比較（東京都での比較） 
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TFR が最も小さい（1.2）クラスターは、東京都 23 区の中心部に位置する特異的な
クラスターである。 
②TFR の回復が 1995 年と同じクラスターグループの特徴（ClGr-2） 
TFR は 1.5 のままで、市区町村数は 359 と多く人口では 3000 万人を超えている。 
都市圏、関東や関西の中心部に多く、全国に広がっているが、山間部は少ない。 
③TFR の回復が不十分なクラスターグループの特徴（ClGr-3） 
TFR が 1.3～1.4 と小さいクラスターは、関東、大阪・奈良、北海道の一部及び青森
と秋田の一部に局在している。TFR が 1.5～1.8 のクラスターは全国に分布している
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